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第118回定時株主総会招集ご通知に際しての

法令及び定款に基づくインターネット開示事項

■事業報告

・会社の新株予約権等に関する事項

■連結計算書類

・連結株主資本等変動計算書

・連結注記表

■計算書類

・株主資本等変動計算書

・個別注記表

（2020年４月１日から2021年３月31日まで）

株式会社三井E&Sホールディングス

「会社の新株予約権等に関する事項」、「連結株主資本等変動計算書」、「連結

注記表」、「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」につきましては、法令

及び当社定款第16条の規定に基づき、当社ホームページ（https://www.mes.co.jp/）

に掲載することにより株主の皆様に提供しております。

表紙
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■事業報告

会社の新株予約権等に関する事項

当事業年度末日に当社役員が保有する新株予約権等の状況

名 称
(発行決議日)

新 株
予約権
の 数

新株予約権の
目 的 と な る
株 式 の 種 類
及 び 数

新株予約権
の払込金額

新株予約権
の行使価額

権利行使期間
新株予約権
の保有状況

第 ２ 回
新株予約権
（2 0 1 4年
７月31日）

18個

普通株式
1,800株

（新株予約権
１個につき

100株）

新株予約権
１個当たり
191,000円

(１株当た
り1,910円)

新株予約権
１個当たり

100円
（１株当た
り１円）

2014年８月23
日～
2044年８月22
日

取締役（社
外取締役を
除く）

２名
12個

監査役１名
６個

第 ３ 回
新株予約権
（2 0 1 5年
７月31日）

27個

普通株式
2,700株

（新株予約権
１個につき

100株）

新株予約権
１個当たり
169,000円

(１株当た
り1,690円)

新株予約権
１個当たり

100円
（１株当た
り１円）

2015年８月22
日～
2045年８月21
日

取締役（社
外取締役を
除く）

２名
18個

監査役１名
９個

（注）１．取締役及び監査役が保有している新株予約権は、新株予約権発行時に執行役員又は理事の地位にあった

ときに付与されたものです。

２．当社は、2017年10月１日を効力発生日として、単元株式数を1,000株から100株に変更するとともに、普

通株式10株を１株にする株式併合を実施したことにより「新株予約権の目的となる株式の種類及び数」

及び「新株予約権の行使価額」は調整されております。

－ 1 －

会社の新株予約権等に関する事項
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■連結計算書類

連結株主資本等変動計算書

(2020年４月１日から)2021年３月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

当 期 首 残 高 44,384 18,486 △18,676 △4,726 39,469

連結会計年度中の変動額

親会社株主に帰属する当期純利益 134 134

連 結 範 囲 の 変 動 △198 △198

持分法の適用範囲の変動 45 45

自 己 株 式 の 取 得 △2 △2

自 己 株 式 の 処 分 △8 32 24

土地再評価差額金の取崩 10,098 10,098

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動

△82 △82

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － △90 10,080 30 10,019

当 期 末 残 高 44,384 18,396 △8,596 △4,696 49,488

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
新 株
予 約 権

非 支 配
株主持分

純 資 産
合 計

そ の 他
有 価 証 券
評価差額金

繰延ヘッジ
損 益

土地再評価
差 額 金

為替換算
調整勘定

退 職 給 付
に 係 る
調整累計額

そ の 他 の
包 括 利 益
累計額合計

当 期 首 残 高 △29 △10,275 37,707 △1,814 △680 24,907 175 40,802 105,355

連結会計年度中の変動額

親会社株主に帰属する当期純利益 134

連 結 範 囲 の 変 動 △198

持分法の適用範囲の変動 45

自 己 株 式 の 取 得 △2

自 己 株 式 の 処 分 24

土地再評価差額金の取崩 10,098

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動

△82

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

223 1,100 △10,098 △4,115 6,001 △6,888 △24 △12,560 △19,473

連結会計年度中の変動額合計 223 1,100 △10,098 △4,115 6,001 △6,888 △24 △12,560 △9,454

当 期 末 残 高 193 △9,174 27,609 △5,930 5,321 18,019 151 28,241 95,901

－ 2 －

連結株主資本等変動計算書



2021/05/21 15:29:08 / 20702264_株式会社三井Ｅ＆Ｓホールディングス_招集通知

連結注記表

連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記
１．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の状況

連結子会社の数 82社
主要な連結子会社の名称
三井E&S造船㈱ ㈱三井E&Sマシナリー
㈱三井E&Sエンジニアリング 三井海洋開発㈱
MES-KHI由良ドック㈱ 三井造船特機エンジニアリング㈱
MESシッピング㈱ 四国ドック㈱
新潟造船㈱ ㈱三井E&Sパワーシステムズ
三井ミーハナイト・メタル㈱ ㈱加地テック
三井E&S環境エンジニアリング㈱ 浜松グリーンウェーブ㈱
三井E&Sシステム技研㈱ ㈱MESファシリティーズ
TGE Marine Gas Engineering GmbH PACECO CORP.
上海三造機電有限公司 Burmeister & Wain Scandinavian Contractor A/S
三井E&S（中国）有限公司 Mitsui E&S Asia Pte. Ltd.

当連結会計年度における連結子会社は、新規設立により１社増加、重要性が増したことにより１社増加、売
却により２社減少、持分比率の低下により１社減少、清算により３社減少、解散により１社減少しておりま
す。Mitsui Thang Long Steel Construction Company Ltd.は議決権の過半数を所有しておりますが、意思決
定機関を支配していないことから、持分法適用の関連会社としております。

(2) 非連結子会社の状況
主要な非連結子会社の名称
MITSUI E&S MACHINERY EUROPE LIMITED MES (Thailand) Ltd.

連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持
分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないため、連結の範囲から除外して
おります。

２．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

持分法を適用した非連結子会社の数 １社

Rabai Operation & Maintenance Limited

持分法を適用した関連会社の数 49社
主要な持分法を適用した関連会社の名称
三井住友建設鉄構エンジニアリング㈱ ㈱三井三池製作所
市原バイオマス発電㈱ 江蘇揚子三井造船有限公司
上海中船三井造船柴油机有限公司

当連結会計年度における持分法を適用した非連結子会社は、持分比率の低下により１社減少し、持分法を適
用した関連会社は、重要性が増したことにより１社増加、持分比率の低下により２社増加、株式売却により
１社減少しております。また前連結会計年度において連結子会社であった㈱三井E&S鉄構エンジニアリング
（2020年10月１日付で三井住友建設鉄構エンジニアリング㈱に商号変更）及び持分法を適用した非連結子会
社であったMARLIM1 MV33 B.V.は、持分比率の低下に伴い、当連結会計年度より、持分法を適用した関連会社
としております。

－ 3 －

連結注記表
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(2) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の状況

主要な持分法を適用しない非連結子会社の名称

MITSUI E&S MACHINERY EUROPE LIMITED MES (Thailand) Ltd.

主要な持分法を適用しない関連会社の名称

新日本海重工業㈱

MES TECHNOSERVICE MACHINERY CONSTRUCTION LOGISTICS INDUSTRY AND TRADE CORPORATION

持分法を適用しない理由

各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除

いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ重要性がないため持分法の適用範囲から除外しており

ます。

(3) 持分法適用会社の増資に伴う持分比率の変動については、持分のみなし売買として処理する方法によってお

ります。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、事業年度末日が連結決算日と異なる会社は三井海洋開発㈱、四国ドック㈱及び在外子会社

52社の54社であり、事業年度末日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたり、同日現在の計算書類

を使用しておりますが、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っておりま

す。

４．会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

ⅰ　子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法で評価しております。

ⅱ　その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　主として、期末前１ヵ月の市場価格の平均に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算

定）で評価しております。

時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法で評価しております。

②　デリバティブ　　　　　　　　　　時価法によっております。

③　たな卸資産

ⅰ　商品及び製品、原材料及び貯蔵品

主として移動平均法（ただし、新造船用引当鋼材は個別法）による原

価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法）で評価しております。

ⅱ　仕掛品　　　　　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法）で評価しております。

－ 4 －

連結注記表
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

（リース資産を除く）

主として、定額法によっております。

②　無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウエアについて

は社内における利用可能期間（５年）、顧客関連資産については効果

の及ぶ期間（主として18年）に基づく定額法で償却しております。

③　リース資産　　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とした定額法によっております。残存価額につ

いては、リース契約上に残価保証の取り決めがあるものは当該残価保

証額とし、それ以外のものは零としております。

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の基準で償却して

おります。

(3) 重要な引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見積額を計上しております。

②　保証工事引当金　　　　　　　　　船舶その他の保証工事費に充てるため、主として過去２年間の平均保

証工事費発生率により、当連結会計年度の完成工事高を基準として計

上しております。なお、船舶については翌連結会計年度以降２年にわ

たり引当金を充当しております。

③　受注工事損失引当金　　　　　　　受注工事等の損失に備えるため、未引渡工事等のうち当連結会計年度

末に損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることが

できるものについて、翌連結会計年度以降の損失見積額を計上してお

ります。

④　修繕引当金　　　　　　　　　　　設備の修繕に伴う費用の支出に備えるため、その見込額のうち当連結

会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。

⑤　役員退職慰労引当金　　　　　　　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく当連結会計年度

末要支給額を計上しております。

⑥　事業構造改革引当金　　　　　　　事業構造改革に伴い発生する費用及び損失に備えるため、その発生見

込額を計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

①　完成工事高及び完成工事原価の計上基準

ⅰ　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事

工事進行基準（工事の進捗率の見積りは主として原価比例法）

ⅱ　その他の工事

工事完成基準

②　ファイナンス・リース取引については、リース料受取時に売上高と売上原価を計上する方法によっており

ます。

(5) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、原則として、効果の発現する期間を合理的に見積ることが可能な場合は当該期間

において均等償却を行っております。

－ 5 －

連結注記表
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(6) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　重要なヘッジ会計の方法

ⅰ　ヘッジ会計の方法　　　　　　　主として繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約及び通

貨スワップについては、振当処理の要件を満たしている場合は振当処

理を、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合

は特例処理を、金利通貨スワップについては、一体処理（特例処理、

振当処理）の要件を満たしている場合は一体処理を採用しております。

ⅱ　ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

通貨スワップ 外貨建金銭債権債務

金利スワップ 借入金及び社債に係る利息

金利通貨スワップ 外貨建借入金及び利息

ⅲ　ヘッジ方針　　　　　　　　　　各社の内部規程である「財務取引に関するリスク管理規程」及び「ヘ

ッジ取引要領」に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッ

ジしております。

ⅳ　ヘッジの有効性評価の方法　　　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動とヘッジ手段の相

場変動又はキャッシュ・フロー変動を比較し、ヘッジの有効性評価を

実施しております。

なお、特例処理によっている金利スワップ、一体処理によっている金

利通貨スワップ及び振当処理によっている為替予約については、ヘッ

ジの有効性評価を省略しております。

ⅴ　リスク管理方針　　　　　　　　金融資産・負債の固定／流動ギャップから生じる金利リスク及び外貨

建ての金銭債権債務等から生じる為替リスクについては、ヘッジ取引

によりリスクの低減を行い、そのリスク量を適正な水準に調整してお

ります。

②　退職給付に係る会計処理の方法

ⅰ　退職給付見込額の期間帰属方法　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末ま

での期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっており

ます。

ⅱ　数理計算上の差異及び過去勤務

費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、主として５年及び10年による定額法により按分

した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。

過去勤務費用は、主として１年及び５年による定額法により按分した

額を費用処理しております。

ⅲ　未認識数理計算上の差異及び未

認識過去勤務費用の会計処理方

法

未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用については、税効果

を調整の上、純資産の部におけるその他の包括利益累計額の退職給付

に係る調整累計額に計上しております。

③　消費税等の会計処理　　　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

－ 6 －

連結注記表
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④　連結納税制度からグループ通算制

度への移行に係る税効果会計の適

用

当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法

律」(令和２年法律第８号)において創設されたグループ通算制度への

移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直し

が行われた項目については、「連結納税制度からグループ通算制度へ

の移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39

号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）

第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額につい

て、改正前の税法の規定に基づいております。

表示方法の変更に関する注記

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連結会計年度の

連結計算書類から適用し、連結計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

会計上の見積りに関する注記

（１）受注工事損失引当金における工事原価総額の見積り

　当社グループでは、「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 ４．会計方針に関す

る事項（3）重要な引当金の計上基準③受注工事損失引当金」に記載のとおり、受注工事の損失に備えるため、

未引渡し工事等のうち当連結会計年度末に損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることがで

きるものについて、翌連結会計年度以降の損失見積額を計上しております。

　当連結会計年度末に計上している受注工事損失引当金の総額77,043百万円のうち、主なものは、インドネシ

ア共和国向け火力発電所土木建築工事における受注工事損失引当金67,652百万円です。

　当該工事における工事原価総額の見積りは、工事契約の完工に必要となるすべての作業内容を特定し、その

見積原価を実行予算に含めて算出しております。工事の進捗状況から現状の工事原価総額を上限に完工出来る

ものと予測しておりますが、工事の進捗等に伴い発生原価に変更が生じる場合には、工事原価総額が多額であ

ることから、当社グループの財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（２）のれんの評価

　当連結会計年度末に計上しているのれんの総額9,631百万円のうち、主なものは、ドイツのMES Germany 

Beteiligungs GmbHがTGE Marine AGの持分を取得した際に生じた船舶のエンジニアリング事業に関するのれん

8,371百万円です。

　MES Germany Beteiligungs GmbHは国際財務報告基準を適用しており、のれんを含む資金生成単位について

は、減損の兆候があるときに加え毎期減損テストを実施しております。

　のれんの減損テストにおける回収可能額には使用価値を用いており、この使用価値の測定に用いる将来キャ

ッシュ・フローは、ガス船等の市場の成長予測や中期的な受注計画を含む船舶のエンジニアリング事業の中期

事業計画を基礎として見積りを行っております。

　最新の減損テストの結果から重要な減損損失が発生する可能性は低いと判断しておりますが、回収可能額が

帳簿価額を下回る場合には、帳簿価額を回収可能額まで減額し、帳簿価額の減少額は減損損失として認識され、

当社グループの財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

（３）工事進行基準による収益認識

　当社グループでは、「連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記 ４．会計方針に関す

る事項（4）重要な収益及び費用の計上基準①完成工事高及び完成工事原価の計上基準」に記載のとおり、当連

結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については、工事進行基準を適用してい

ます。
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　工事進行基準の適用にあたっては、当連結会計年度末において工事の進捗に応じて発生した工事原価の見積

工事原価総額に対する割合により算出した進捗率により収益を認識しており、当連結会計年度の連結計算書類

に計上した金額は378,554百万円です。

　工事原価総額の見積りの前提条件は必要に応じて見直しを行い、変更があった場合には、その影響額が信頼

性をもって見積ることが可能となった連結会計年度に認識をしております。工事原価総額の見積りにあたって

は、前提条件や工事の進捗等に伴う発生原価の変更によって当初の見積りから変更となる可能性があり、当社

グループの財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

－ 8 －
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連結貸借対照表に関する注記

１．担保資産及び担保付債務

(1) 担保に供している資産

建物及び構築物 1,432百万円

機械装置及び運搬具 6,544百万円

土地 3,250百万円

投資有価証券 638百万円

現金及び預金 1,431百万円

長期貸付金 1,912百万円

計 15,209百万円

（注）１．投資有価証券及び長期貸付金は、関係会社の長期借入金3,558百万円を担保するために債務者と株

主と金融機関との間で締結した株式根質権設定契約に基づくものであります。

２．担保に供している現金及び預金については、信用状発行のため差し入れたものであり、当連結会

計年度末現在において対応債務は存在しておりません。

(2) 担保付債務

長期借入金（１年以内に返済予定を含む） 9,693百万円

計 9,693百万円

２．有形固定資産の減価償却累計額 207,055百万円

３．保証債務

(1) 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入及び契約履行等に対し、債務保証を行っております。

BUZIOS5 MV32 B.V. 51,750百万円

SEPIA MV30 B.V. 34,637百万円

AREA1 MEXICO MV34 B.V. 30,594百万円

LIBRA MV31 B.V. 30,184百万円

MARLIM1 MV33 B.V. 26,910百万円

CERNAMBI SUL MV24 B.V. 2,065百万円

TARTARUGA MV29 B.V. 985百万円

CARIOCA MV27 B.V. 912百万円

TUPI PILOT MV22 B.V. 852百万円

T.E.N.GHANA MV25 B.V. 842百万円

その他 3,401百万円

計 183,137百万円

上記のうち外貨による保証金額はUS$1,757,086千、MYR36千及びMXN20,251千であります。

また、上記のほか持分法適用関連会社の金利スワップ取引について債務保証を行っております。なお、当該ス

ワップの時価のうち、当社持分相当額については、「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第24号　2018年９月14日）を適用したことに伴い、連結計算書類に反映させております。
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(2) その他

①　三井海洋開発株式会社の連結子会社であるMODEC MANAGEMENT SERVICES PTE. LTD.、MODEC(GHANA)LTD.、

及びMODEC PRODUCTION SERVICES GHANA JV LIMITED.、持分法適用関連会社であるT.E.N.GHANA MV25 B.V.

の４社は、ガーナ税務当局による2012年から2018年を対象とした税務調査を受けており、2019年に一旦追

加課税を通知する文書を受領したものの、2020年に入り税務調査が再開され、2020年11月に再度追加課税

を通知する文書を受領しております。しかしながら、当社グループでは、指摘を受けた４社は現地税法に

従って適正に申告を行っていると考えており、追加課税への反論書を当局へ提出しております。従いまし

て、この指摘による影響は当連結会計年度の連結計算書類には反映しておらず、今後も当社の業績に大き

な影響を及ぼすものではないと認識しております。

②　Mesco Denmark A/Sの連結子会社であるBurmeister & Wain Scandinavian Contractor A/S及びBWSC 

(Mauritius) Ltd.の２社は、モーリシャス税務当局による2016年から2019年を対象とした税務調査の結果、

追加課税を通知する文書を2020年８月に受領しております。しかしながら、当社グループでは、指摘を受

けた２社は現地税法に従って適正に申告を行っていると考えており、追加課税への反論書を当局へ提出し

ております。従いまして、この指摘による影響は当連結会計年度の連結計算書類には反映しておらず、今

後も当社の業績に大きな影響を及ぼすものではないと認識しております。

４．土地の再評価

連結計算書類作成会社においては、土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、

事業用の土地の再評価を行い、当該評価差額に係る税金相当額を再評価に係る繰延税金負債として負債の部に

計上し、これを控除した金額を土地再評価差額金として純資産の部に計上しております。

再評価の方法　　　　　　　　　　　土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）

第２条第３号に定める固定資産税評価額等により算出。

再評価を行った年月日　　　　　　　連結計算書類作成会社　　　　　　　　　　　　2000年３月31日

再評価を行った土地の当連結会計年度末における

時価が再評価後の帳簿価額を下回る額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30,711百万円
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連結株主資本等変動計算書に関する注記

１．発行済株式の種類及び株式数に関する事項
（単位　千株）

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末株式数

普 通 株 式 83,098 － － 83,098

２．当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の目的となる株式の種

類及び数

普通株式　　　　　　90千株

３．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。
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金融商品に関する注記

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な金融商品に限定しております。また、当社と連結子会社は「Ｃ

ＭＳ預貸制度」による資金融通を行っております。資金調達については、短期的な運転資金は銀行借入及び

ＣＰ発行により調達し、長期的な設備・投資資金等は銀行借入及び社債発行による方針です。デリバティブ

は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わない方針であります。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、当社及び一部の連結

子会社において、海外で事業を行うにあたり生じる外貨建ての営業債権は、為替の変動リスク等に晒されて

おりますが、原則として当該ポジションについては先物為替予約を利用してヘッジしております。投資有価

証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり市場価格の変動リスク等に晒されております。また、

短期貸付金及び長期貸付金は、主にＦＰＳＯ等のチャータープロジェクト及び発電事業を遂行するために設

立した関係会社の運転資金及び設備資金需要に対するものであり、関係会社が取引する顧客の信用リスクに

晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。また、その一部に

は、原料等の輸入に伴う外貨建てのものがあり、為替の変動リスクに晒されておりますが、恒常的に同じ外

貨建ての売掛金残高の範囲内にあります。短期借入金は主に営業取引に係る資金を包括的に調達しており、

長期借入金及び社債は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであります。このうち一部は、

変動金利であるため金利の変動リスクに晒されておりますが、デリバティブ取引（金利スワップ取引）を利

用してヘッジしております。

デリバティブ取引は、主に外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的とした先

物為替予約取引と借入金に係る支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利スワップ取引、並び

に外貨建借入金に係る為替の変動リスク及び支払金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした金利通貨ス

ワップであります。なお、ヘッジ会計に関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評

価方法等については、前述の連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記の「４．会計

方針に関する事項(6)その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項①重要なヘッジ会計の方

法」をご参照下さい。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社及び連結子会社は、社内規程に従い、営業債権について取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うと

ともに、主な取引先の信用状況を定期的に管理し、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減

を行っております。また、一部の連結子会社は、短期貸付金及び長期貸付金について、総合商社をはじめ

とする事業パートナーとの連携及びプロジェクトファイナンスによってリスク負担の軽減を図っておりま

す。

デリバティブ取引については、取引相手先を高格付を有する金融機関に限定しており、信用リスクは低い

ものとなっております。
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②　市場リスク（為替や金利の変動リスク）の管理

当社及び一部の連結子会社は、外貨建ての営業債権債務について、通貨別・月別に把握された為替の変動

リスクに対して、原則として先物為替予約取引を利用してヘッジしております。また、借入金及び社債に

係る支払金利の変動リスクを抑制するために金利スワップ取引、並びに金利通貨スワップを利用しており

ます。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状態等を把握し、また、市況や取

引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限を定めた各社の内部規程に従って行っております。

また、デリバティブの利用にあたっては、実需が有するリスクを相殺する範囲に限定して行っております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループでは、各連結子会社及び財務経理部が適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、一定の

手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用する

ことにより、当該価額が変動することもあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

2021年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注）２参照）。

連結貸借対照表計上額
（百万円）

時価（百万円） 差額（百万円）

(1) 現金及び預金 137,647 137,647 －

(2) 受取手形及び売掛金 233,955

貸倒引当金　　　　　　　　　　＊１ △1,247

232,708 232,708 △0

(3) 短期貸付金 1,745

貸倒引当金　　　　　　　　　　＊１ △0

1,744 1,744 －

(4) 投資有価証券

その他有価証券 1,805 1,805 －

(5) 長期貸付金 39,963

貸倒引当金　　　　　　　　　　＊１ △138

39,824 43,733 3,908

資産計 413,731 417,639 3,908

(1) 支払手形及び買掛金 215,208 215,208 －

(2) 短期借入金 70,852 70,852 －

(3) １年内返済予定の長期借入金 20,713 20,672 △41

(4) １年内償還予定の社債 15,000 15,018 18

(5) 未払法人税等 6,490 6,490 －

(6) 社債 20,000 20,045 45

(7) 長期借入金 37,964 37,670 △294

負債計 386,229 385,957 △272

デリバティブ取引　　　　　　　　　＊２

①　ヘッジ会計が適用されていないもの 548 548 －

②　ヘッジ会計が適用されているもの 1,606 1,606 －

デリバティブ取引計 2,155 2,155 －

＊１　貸倒引当金はそれぞれの勘定科目から控除しております。

＊２　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目に

ついては、（　）で示しております。
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（注）１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、(3) 短期貸付金

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。

(2) 受取手形及び売掛金

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに債権額を満期までの期間により割り引いた現在価値

によっております。

(4) 投資有価証券

時価については、取引所等の価格によっております。

(5) 長期貸付金

一定の期間ごとに分類し、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上

乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

負債

(1) 支払手形及び買掛金、(5) 未払法人税等

これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によ

っております。

(2) 短期借入金、(3) １年内返済予定の長期借入金、(7) 長期借入金

これらのうち固定金利によるものの時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を時価評価時点で行

った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。変動金利によるものは、短期間で

市場金利を反映し、また当社の信用状態は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似し

ていると考えられるため、当該帳簿価額によっております。なお、変動金利による借入金の一部は金利スワ

ップの特例処理並びに金利通貨スワップの一体処理の対象とされており、当該金利スワップ並びに金利通貨

スワップと一体として処理された元利金の合計額を同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られ

る利率で割り引いて算定する方法によっております。

(4) １年内償還予定の社債、(6) 社債

これらの時価は、市場価格のあるものは市場価格に基づき、市場価格のないものは元利金の合計額を当該社

債の残存期間及び無リスクの利子率に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値によっており

ます。

デリバティブ取引

時価の算定方法は、取引金融機関から提示された価格等によっております。

（注）２　非上場株式（連結貸借対照表計上額49,782百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フロー

を見積ることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4) 投資有価証券」

には含めておりません。
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賃貸等不動産に関する注記

１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社及び一部の連結子会社は、大分県、岡山県及びその他の地域において、賃貸用オフィスビル及び賃貸商業

施設、賃貸住宅など（土地を含む）を所有しております。また、大分県、和歌山県及びその他の地域において

遊休土地を所有しております。

２．賃貸等不動産の時価に関する事項

賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

用　途

連結貸借対照表計上額
当連結会計
年度末の時価
（百万円）

当連結会計
年度期首残高
（百万円）

当連結会計
年度増減額
（百万円）

当連結会計
年度末残高
（百万円）

賃貸用施設等 15,505 △512 14,993 9,859

遊休土地 1,031 △8 1,023 1,195

合　計 16,537 △520 16,016 11,055

（注）１　連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した金額であります。

２　賃貸等不動産の当連結会計年度増減額のうち、主な増加額は契約変更による増加（1,281百万円）などで

あり、主な減少額は売却による減少（1,535百万円）などであります。

３　当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等

を用いて調整を行ったものを含む）であります。

　また、賃貸等不動産に関する当連結会計年度における損益は、次のとおりであります。

用　途
賃貸収益
（百万円）

賃貸費用
（百万円）

差額
（百万円）

その他
（売却損益等）
（百万円）

賃貸用施設等 643 230 413 △341

遊休土地 － － － △14

合　計 643 230 413 △356

（注）１　賃貸費用は、賃貸収益に対応する費用（減価償却費、修繕費、保険料、租税公課等）であり、賃貸収益

は主として「営業収益」に、賃貸費用は主として「営業費用」に計上しております。

２　その他は、固定資産処分損、減損損失及び租税公課等であり、「特別損失」及び「営業外費用」に計上

しております。

１株当たり情報に関する注記

１．１株当たり純資産額 834円99銭

２．１株当たり当期純利益 1円67銭

－ 16 －

連結注記表



2021/05/21 15:29:08 / 20702264_株式会社三井Ｅ＆Ｓホールディングス_招集通知

重要な後発事象に関する注記

（連結子会社（孫会社）の株式譲渡）

　当社は、2021年４月１日付で、連結子会社である株式会社三井E&Sエンジニアリング（以下、「MES-E」）が保

有する別海バイオガス発電株式会社及び西胆振環境株式会社の全株式を、同社の連結子会社である三井E&S環境

エンジニアリング株式会社（以下、「MKE」）に会社分割（吸収分割）により承継させた上で、MES-Eが保有する

MKEの全株式について、JFEエンジニアリング株式会社へ譲渡いたしました。

(1）異動した子会社の概要

①名称　　　　　　　　　　三井E&S環境エンジニアリング株式会社

（2021年４月１日付でJFE環境テクノロジー株式会社に商号変更）

②所在地　　　　　　　　　千葉県千葉市美浜区中瀬２丁目６番地１

③代表者の役職・氏名　　　代表取締役社長　　崎山　芳行

④事業内容　　　　　　　　各種環境施設における設計・調達・建設、運転管理・メンテナンス

⑤資本金　　　　　　　　　450百万円

⑥設立年月　　　　　　　　1985年10月

(2）譲渡した株式の数

①異動前の所有株式数　　　7,107株（議決権所有割合：100.0％）

②譲渡株式数　　　　　　　7,107株（議決権所有割合：100.0％）

③異動後の所有株式数　　　　　0株（議決権所有割合：  0.0％）

(3）当該子会社が含まれていた報告セグメントの名称

エンジニアリング

（連結子会社の株式の一部譲渡について）

　当社と常石造船株式会社は、2020年７月31日付で、当社の連結子会社である三井E&S造船株式会社（以下、

「MES-S」）の艦艇事業を除いた商船事業及び一部の子会社を有するMES-Sの株式の一部の譲渡に向けた協議を開

始することに関する基本合意書を締結いたしました。その後、詳細について協議・交渉を進めてまいりました

が、この度合意に達し、2021年４月23日付で株式譲渡契約を締結いたしました。

　なお、本取引の対象は、艦艇事業等を除いた、商船事業及び一部の子会社・関連会社を有するMES-S株式とな

り、当社は、MES-Sの発行済み株式の49％を譲渡しますが、引き続きMES-Sの親会社の立場を維持する予定です。

(1）異動する子会社の概要

①名称　　　　　　　　　　三井E&S造船株式会社

②所在地　　　　　　　　　東京都中央区築地５丁目６番４号

③代表者の役職・氏名　　　代表取締役社長　　船津　勇

④事業内容　　　　　　　　船舶、艦艇、エアクッション艇、および関連機器・装置などの設計、製作、建造

エンジニアリング、修理・保守業務、建設・据付など

⑤資本金　　　　　　　　　100百万円

⑥設立年月　　　　　　　　2017年５月
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(2）譲渡する株式の数

①異動前の所有株式数　　　50,600株（議決権所有割合：100.0％）

②譲渡株式数　　　　　　　24,794株（議決権所有割合： 49.0％）

③異動後の所有株式数　　　25,806株（議決権所有割合： 51.0％）

（注1）上記株式数及び議決権の数は、MES-Sの資本政策等により今後変動する可能性がありますが、上記の議

決権所有割合は変更させない予定です。

(3）当該子会社が含まれている報告セグメントの名称

船舶
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その他の注記

１．企業結合等に関する注記

（事業分離）

（市原グリーン電力株式会社及び循環資源株式会社の株式譲渡）

(1）事業分離の概要

①分離先企業の名称

株式会社タケエイ

②分離した事業の内容

連結子会社 市原グリーン電力株式会社 バイオマス発電事業

持分法適用関連会社 循環資源株式会社 発電燃料貯蔵・販売事業

③事業分離を行った主な理由

　当社は、エンジニアリング事業の海外大型石炭火力発電土木建築工事における追加損失を受け、純資産

が著しく毀損しております。自己資本の回復と資金の確保に向けた施策の拡大と早急な実行が必要であ

り、資産及び事業売却案件の追加と実行の加速を図っております。このための施策の一つとして、市原グ

リーン電力株式会社及び循環資源株式会社の株式持分を譲渡することといたしました。

④事業分離日

2020年４月30日（みなし譲渡日 2020年４月１日）

⑤法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

受取対価を現金等の財産のみとする株式譲渡

(2）実施した会計処理の概要

①移転損益の金額

関係会社株式売却益　　2,334百万円

②移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産 1,329百万円

固定資産 2,829

資産合計 4,159

流動負債 1,234

固定負債 58

負債合計 1,292

③会計処理

　当該譲渡株式の連結上の帳簿価額と売却額との差額を関係会社株式売却益として特別利益に計上して

おります。

(3）分離した事業が含まれていた報告セグメント

エンジニアリング

(4）当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

　当連結会計年度の期首をみなし譲渡日として事業分離を行っているため、当連結会計年度の連結損益計

算書に分離した事業に係る損益は計上されておりません。
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（株式会社三井E&S鉄構エンジニアリングの株式譲渡）

　当社は、連結子会社である株式会社三井E&S鉄構エンジニアリング（2020年10月１日付で三井住友建設鉄構エ

ンジニアリング株式会社に商号変更。以下、「MSE」）の株式の70％分を三井住友建設株式会社（以下、「SMC」）

に2020年10月１日付で譲渡（以下、「本件株式譲渡」）いたしました。

　また、本件株式譲渡に伴い、MSE及びMSEの子会社であるドーピー建設工業株式会社（以下、「DPS」）は、そ

れぞれ当社の連結子会社ではなくなりました。

(1）事業分離の概要

①分離先企業の名称

三井住友建設株式会社

②分離した事業の内容

橋梁事業、橋梁保全事業、沿岸事業 他

③事業分離を行った主な理由

　当社は、2019年５月に事業再生計画を公表し、2019年11月に計画を一部見直して、事業構造の変革を進

めております。

　社会インフラ事業（橋梁、橋梁保全、沿岸事業）については、2020年４月１日付で当社グループの関連

事業をMSE傘下に集約しており、併せて、更なる相乗効果の期待できるパートナーとの協業・提携の可能

性を模索しておりました。

　このような状況の中で、当社は、SMCが有する社会インフラ領域における実績・経験・ノウハウをMSE及

びDPSの事業運営に活用いただくことが、両社の成長と競争力強化に繋がり、結果として各社の企業価値

向上に資すると判断し、本件株式譲渡を実施いたしました。

④事業分離日

2020年10月１日

⑤法的形式を含むその他取引の概要に関する事項

受取対価を現金等の財産のみとする株式譲渡

(2）実施した会計処理の概要

①移転損益の金額

関係会社株式売却損　　1,919百万円

②移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳

流動資産 12,972百万円

固定資産 6,420

資産合計 19,393

流動負債 14,093

固定負債 1,974

負債合計 16,068

③会計処理

　当該譲渡株式の連結上の帳簿価額と売却額との差額を関係会社株式売却損として特別損失に計上して

おります。

(3）分離した事業が含まれていた報告セグメント

その他
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(4）当連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額

売上高 10,762百万円

営業利益 730

２．追加情報

（連結子会社の事業譲渡について）

　当社と三菱重工業株式会社（以下、三菱重工業）は、2020年６月12日付で、当社の連結子会社である三井E&S

造船株式会社（以下、MES-S）の艦艇事業等（以下、対象事業）の譲渡に向けた協議を開始することに関する基

本合意書を締結いたしました。その後、詳細について協議・交渉を進めてまいりましたが、2021年３月29日付

で、対象事業を吸収分割（以下、本会社分割）により当社が新たに設立する株式会社（以下、新会社）に承継

したうえで、本会社分割の効力発生日付で、新会社の株式の全てを三菱重工業に譲渡すること（以下、本譲渡

といい、本会社分割と本譲渡を総称し、以下、本取引）を決議いたしました。

１．本取引の日程

(1）契約書締結日　　　　　　　　　　2021年３月29日

(2）新会社設立日　　　　　　　　　　2021年４月12日

(3）本会社分割契約締結日　　　　　　2021年８月中旬（予定）

(4）本会社分割契約承認の株主総会　　2021年８月中旬（予定）※MES-S及び新会社

(5）本会社分割効力発生日　　　　　　2021年10月１日（予定）

(6）株式譲渡実行日　　　　　　　　　2021年10月１日（予定）

２．本会社分割の要旨

(1）本会社分割の方式

　MES-Sを吸収分割会社とし、新会社を吸収分割承継会社とする吸収分割です。

(2）分割する事業の概要

①分割する事業内容

　MES-Sが運営する日本国内の政府機関及び在日駐留米軍が保有又は使用する艦船・船舶及びこれらに搭

載される機器及び装置類並びに日本国内の政府機関及び在日駐留米軍が保有又は使用する水上航走体及

び水中航走体に関する設計、製作、建造、エンジニアリング、修理・保守業務、建設・据付など

②分割する事業の経営成績（2020年３月期　対象事業実績）

売上高　　　　37,540百万円

(3）分割する資産、負債の項目及び金額（2020年3月31日現在）

流動資産　　　18,670百万円　　　　流動負債　　　15,358百万円

固定資産　　　 2,042百万円　　　　固定負債　　　 3,143百万円

資産合計　　　20,712百万円　　　　負債合計　　　18,501百万円

（注）2020年３月31日現在の貸借対照表を基に算出しているため、実際に分割する金額は、上記金額に効

力発生日までの増減を調整したものとなります。
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３．本譲渡の要旨

(1）異動する子会社の概要

①名称　　　　　　　　　　　　　　ＭＭ艦船事業分割準備株式会社

②所在地　　　　　　　　　　　　　東京都中央区築地５丁目６番４号

③代表者の役職・氏名　　　　　　　代表取締役社長　　鈴木　幹久

④事業内容　　　　　　　　　　　　艦船・船舶・水上航走体・水中航走体及び関連機器・装置などの設

計、製作、建造、エンジニアリング、修理・保守業務、建設・据付

など

⑤資本金　　　　　　　　　　　　　20百万円

⑥設立年月日　　　　　　　　　　　2021年４月12日

(2）譲渡する株式の数

①異動前の所有株式数　　　　　　　1,000株（議決権所有割合：100.0％）

②譲渡株式数　　　　　　　　　　　1,000株（議決権所有割合：100.0％）

③異動後の所有株式数　　　　　　　　　0株（議決権所有割合：  0.0％）

（新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症の広がりは、経済や企業活動に広範な影響を与えており、当社グループにおいて

も、製品引渡しの延期や受注機会の減少及び工事の遅れ等影響が出ております。今後は徐々に人の行き来が緩

和され、経済活動が正常化していくものと想定しておりますが、回復の時期を見通すことは困難です。

　このような状況を踏まえ、本感染症の影響が2021年度末まで続く可能性があるものと仮定して、会計上の見

積りを行っております。本感染症の影響が悪化・長期化する場合、顧客の投資意欲減退、需要の減少につなが

り、当社グループの財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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■計算書類

株主資本等変動計算書

(2020年４月１日から)2021年３月31日まで
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式
株 主 資 本
合 計資 本 準 備 金

その他利益剰余金
利 益 剰 余 金
合 計固 定 資 産

圧 縮 積 立 金
繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 44,384 18,154 442 △79,712 △79,269 △4,726 △21,456

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 16,250 16,250 16,250

固定資産圧縮積立金の取崩 △20 20 － －

自 己 株 式 の 取 得 △2 △2

自 己 株 式 の 処 分 △8 △8 32 24

土地再評価差額金の取崩 10,334 10,334 10,334

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

当 期 変 動 額 合 計 － － △20 26,598 26,577 30 26,607

当 期 末 残 高 44,384 18,154 422 △53,114 △52,692 △4,696 5,150

評 価 ・ 換 算 差 額 等

新 株 予 約 権 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

繰延ヘッジ損益
土 地 再 評 価
差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 93 △69 37,944 37,967 175 16,686

当 期 変 動 額

当 期 純 利 益 16,250

固定資産圧縮積立金の取崩 －

自 己 株 式 の 取 得 △2

自 己 株 式 の 処 分 24

土地再評価差額金の取崩 10,334

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （ 純 額 ）

123 69 △10,334 △10,141 △24 △10,166

当 期 変 動 額 合 計 123 69 △10,334 △10,141 △24 16,441

当 期 末 残 高 216 － 27,609 27,825 151 33,128
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

ⅰ　子会社株式及び関連会社株式　　移動平均法による原価法で評価しております。

ⅱ　その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　　期末前１ヵ月の市場価格の平均に基づく時価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)で評価して

おります。

時価のないもの　　　　　　　　移動平均法による原価法で評価しております。

②　デリバティブ　　　　　　　　　　時価法によっております。

③　たな卸資産

　原材料及び貯蔵品　　　　　　　　移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切下げの方法）で評価しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

(リース資産を除く)

定額法によっております。

②　無形固定資産

(リース資産を除く)

定額法によっております。ただし、自社利用のソフトウエアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法で償却してお

ります。

③　リース資産　　　　　　　　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とした定額法によっております。残存価額につ

いては、リース契約上に残価保証の取り決めがあるものは当該残価保

証額とし、それ以外のものは零としております。

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　　　　　　　債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回

収不能見積額を計上しております。

②　賞与引当金　　　　　　　　　　　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づ

き計上しております。

③　受注工事損失引当金　　　　　　　受注工事等の損失に備えるため、未引渡工事等のうち当事業年度末に

損失の発生が見込まれ、かつ、その金額を合理的に見積ることができ

るものについて、翌事業年度以降の損失見積額を計上しております。

④　退職給付引当金　　　　　　　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異及び過去勤務費用は、発生時に一括処理しておりま

す。

なお、当事業年度末では、退職給付債務から未認識数理計算上の差異

を控除した金額を年金資産が超過する状態のため、当該超過額を前払

年金費用に計上しております。このため退職給付引当金の残高はあり

ません。
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⑤　関係会社事業損失引当金　　　　　関係会社に係る損失に備えるため、関係会社の財政状態並びに将来の

回復見込み等を個別に勘案し、必要額を見積計上しております。

⑥　特別環境保全費用引当金　　　　　「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関する特別措置

法」により処理が義務付けられておりますPCB廃棄物の処理費用の支出

に備えるため、その見積額を計上しております。

(4) 収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進

捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法　　　　　　　　繰延ヘッジ処理を採用しております。なお、為替予約及び通貨スワッ

プについては、振当処理の要件を満たしている場合は振当処理を、金

利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は特例処

理を、金利通貨スワップについては、一体処理（特例処理、振当処理）

の要件を満たしている場合は一体処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段 ヘッジ対象

為替予約 外貨建金銭債権債務及び外貨建予定取引

通貨スワップ 外貨建金銭債権債務

金利スワップ 借入金及び社債に係る利息

金利通貨スワップ 外貨建借入金及び利息

③　ヘッジ方針　　　　　　　　　　　当社の内部規程である「財務取引に関するリスク管理規程」及び「ヘ

ッジ取引要領」に基づき、為替変動リスク及び金利変動リスクをヘッ

ジしております。

④　ヘッジの有効性評価の方法　　　　ヘッジ対象の相場変動又はキャッシュ・フロー変動とヘッジ手段の相

場変動又はキャッシュ・フロー変動を比較し、ヘッジの有効性評価を

実施しております。

なお、特例処理によっている金利スワップ、一体処理によっている金

利通貨スワップ及び振当処理によっている為替予約については、ヘッ

ジの有効性評価を省略しております。

⑤　リスク管理方針　　　　　　　　　金融資産・負債の固定／流動ギャップから生じる金利リスク及び外貨

建ての金銭債権債務等から生じる為替リスクについては、ヘッジ取引

によりリスクの低減を行い、そのリスク量を適正な水準に調整してお

ります。
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(6) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

①　消費税等の会計処理　　　　　　　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

②　連結納税制度からグループ通算制

度への移行に係る税効果会計の適

用

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)

において創設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度

への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われた項目について

は、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計

の適用に関する取扱い」（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第

３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せ

ず、繰延税金資産及び繰延税金負債の額について、改正前の税法の規

定に基づいております。

２．表示方法の変更に関する注記

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

　「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年度の計算書

類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記

関係会社事業損失引当金の見積り

　当社では、１．重要な会計方針に係る事項に関する注記（3）引当金の計上基準⑤関係会社事業損失引当金に記

載のとおり、関係会社に係る損失に備えるため、関係会社の財政状態並びに将来の回復見込み等を個別に勘案し、

必要額を見積計上しております。

　当事業年度末に計上している関係会社事業損失引当金の総額124,618百万円のうち、主なものは、主要な関係会

社である株式会社三井E&Sエンジニアリングに対する関係会社事業損失引当金120,836百万円です。

　株式会社三井E&Sエンジニアリングは、インドネシア共和国向け火力発電所土木建築工事における大幅な損失計

上により、121,147百万円の債務超過の状況にあります。当社では関係会社の債務超過額から関係会社に対して有

する債権に係る貸倒引当金及び債務保証損失引当金を控除して、関係会社事業損失引当金を見積計上しておりま

す。見積りの基礎となる株式会社三井E&Sエンジニアリングの財政状態にはインドネシア共和国向け火力発電所

土木建築工事における工事原価総額の見積りが重要な影響を及ぼします。

　当該工事における工事原価総額の見積りは、工事契約の完工に必要となるすべての作業内容を特定し、その見

積原価を実行予算に含めて算出しております。工事の進捗状況から現状の工事原価総額を上限に完工出来るもの

と予測しておりますが、工事の進捗等に伴い発生原価に変更が生じる場合には、工事原価総額が多額であること

から、当社の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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４．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 66,893百万円

(2) 保証債務

下記の会社の金融機関等からの借入及び契約履行等に対し、債務保証を行っております。

㈱三井E&Sエンジニアリング 21,973百万円

三井E&S造船㈱ 18,263百万円

Burmaister & Wain Scandinavian Contractor A/S 10,814百万円

㈱三井E&Sマシナリー 4,314百万円

別海バイオガス発電㈱ 530百万円

その他 57百万円

計 55,953百万円

(3) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

関係会社に対する短期金銭債権 76,067百万円

関係会社に対する長期金銭債権 250百万円

関係会社に対する短期金銭債務 18,401百万円

関係会社に対する長期金銭債務 0百万円

(4) 土地の再評価

土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、当該

評価差額に係る税金相当額を再評価に係る繰延税金負債として負債の部に計上し、これを控除した金額を土地

再評価差額金として純資産の部に計上しております。

再評価の方法　　　　　　　　　　　土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）

第２条第３号に定める固定資産税評価額等により算出。

再評価を行った年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2000年３月31日

再評価を行った土地の当事業年度末における

時価が再評価後の帳簿価額を下回る額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　30,711百万円

５．損益計算書に関する注記

関係会社との営業取引高及び営業取引以外の取引高

関係会社に対する売上高 20,554百万円

関係会社からの仕入高 3,868百万円

関係会社との営業取引以外の取引高 1,488百万円
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６．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の種類及び株式数に関する事項
（単位　千株）

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 2,259 6 15 2,250

（注）変動事由の概要

増加数の内訳は次のとおりです。

単元未満株式の買取請求による増加 6千株

減少数の内訳は次のとおりです。

単元未満株式の買増請求による減少

新株予約権（ストック・オプション）の行使に伴う減少

1千株

14千株

７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（単位　百万円）

繰延税金資産

関係会社事業損失引当金 38,133

関係会社株式（会社分割に伴う承継会社株式） 8,258

繰越欠損金 6,877

減損損失 4,013

資産除去債務に係る減価償却費・利息費用 608

退職給付信託 287

退職給付引当金 215

関係会社株式評価損 154

その他 995

繰延税金資産小計 59,544

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △6,877

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △52,217

評価性引当額小計 △59,094

繰延税金資産合計 450

繰延税金負債

前払年金費用 △272

固定資産圧縮積立金 △186

その他有価証券評価差額金 △95

繰延税金負債合計 △554

繰延税金負債純額 △104
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８．関連当事者との取引に関する注記

子会社及び関連会社等

種類
会 社 の
名 称

住所

資 本 金
又 は
出 資 金
(百万円)

事 業 の
内 容
又 は 職 業

議決権等の
所 有 割 合

（％）

関 係 内 容

取引の内容
取 引 金 額
(百万円)

科 目
期 末 残 高
(百万円)役 員 の

兼 任 等
事 業 上
の 関 係

子会社
㈱三井E&S
エンジニア
リング

千葉県
千葉市

100
エンジニア
リング事業

直接
100.0

４名兼任

管理業務
の 受 託

債務保証

資金の貸付
（注）２(2)

59,000 短期貸付金 59,000

債 務 保 証
（注）２(3)

21,973 － －

子会社
三井E&S
造船㈱

東京都
中央区

100 造 船 業
直接
100.0

３名兼任

管理業務
の 受 託

債務保証

業務受託料
（注）２(1)

4,129 売 掛 金 333

資金の貸付
（注）２(2)

11,011 短期貸付金 3,011

債 務 保 証
（注）２(3)

18,263 － －

子会社
㈱三井E&S
マ シ ナ リ
ー

東京都
中央区

2,020
舶用機関、産
業機械等の設
計 、 製 造 等

直接
100.0

３名兼任

管理業務
の 受 託

債務保証

業務受託料
（注）２(1)
及び配当金
の 受 取

10,927 売 掛 金 415

資金の貸付
（注）２(2)

12,323 短期貸付金 2,323

債 務 保 証
（注）２(3)

4,314 － －

子会社
MESシッピ
ング㈱

東京都
中央区

470
船 舶 の 所
有・リース
等

間接
100.0

なし
資 金 の
貸 付

資金の貸付
（注）２(2)

4,150 短期貸付金 6,500

子会社
㈱三井E & S
ビジネスサ
ービス

東京都
中央区

100
シェアード
サービス業

直接
100.0

１名兼任
管理業務
の 委 託

業務委託料
（注）２(1)

1,177 未 払 費 用 126

子会社

Burmeister 
& Wain
Scandinavian
Contractor 
A/S

デンマーク
170

百万DKK

陸上用ディ
ーゼル発電
プラントの
建 設 等

間接
100.0

なし 債務保証
債 務 保 証
（注）２(3)

10,814 － －

子会社
MESCO 
DENMARK 
A/S

デンマーク
61

百万DKK
株 式 の 保 有

直接
100.0

なし
関係会社
株 式 の
保 有

増資の引受
（注）２(4)

3,400 － －

（注）１　上記の取引金額には消費税が含まれておらず、期末残高のうち売掛金には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 主にグループ内のコーポレート業務を委託または受託しております。

(2) 資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。

(3) 債務保証は、契約履行保証等に対して行っております。

(4) 増資の引受は、子会社が行った増資を引き受けたものであります。

９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 407円88銭

(2) １株当たり当期純利益 201円00銭

－ 29 －

個別注記表
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10.重要な後発事象に関する注記

（連結子会社の株式の一部譲渡について）

　当社は、連結子会社である三井E&S造船株式会社（以下、「MES-S」）の艦艇事業を除いた商船事業及び一部の

子会社を有するMES-Sの株式の一部の譲渡について、2021年４月23日付で常石造船株式会社と株式譲渡契約を締

結いたしました。

　詳細につきましては、「連結注記表　重要な後発事象に関する注記　（連結子会社の株式の一部譲渡につい

て）」をご参照ください。

11．その他の注記

(1) 企業結合等に関する注記

　「連結注記表　その他の注記　企業結合等に関する注記」に記載しているため、注記を省略しております。

(2) 追加情報

（連結子会社の事業譲渡について）

　当社は、連結子会社である三井E&S造船株式会社の艦艇事業等（以下、対象事業）の譲渡について、2021年３

月29日付で、対象事業を吸収分割（以下、本会社分割）により当社が新たに設立する株式会社（以下、新会社）

に承継したうえで、本会社分割の効力発生日付で、新会社の株式の全てを三菱重工業株式会社に譲渡することを

決議いたしました。

　詳細につきましては、「連結注記表　その他の注記　追加情報（連結子会社の事業譲渡について）」をご参照

ください。

（新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う会計上の見積り）

　新型コロナウイルス感染症の広がりは、経済や企業活動に広範な影響を与えており、当社グループにおいて

も、製品引渡しの延期や受注機会の減少及び工事の遅れ等影響が出ております。今後は徐々に人の行き来が緩

和され、経済活動が正常化していくものと想定しておりますが、回復の時期を見通すことは困難です。

　このような状況を踏まえ、本感染症の影響が2021年度末まで続く可能性があるものと仮定して、会計上の見積

りを行っております。本感染症の影響が悪化・長期化する場合、顧客の投資意欲減退、需要の減少につながり、

当社の財政状態及び経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

－ 30 －
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